





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































そこで、日本に27人からなる「アメリカ教育使節団 (UnitedStates Education 
Mission to Japan)」が結成・派遣されることになり、同年 3月 5日に来日
した。教育使節団は、①日本の民主主義教育、②日本の再教育における心理的
部分、③日本教育制度の行政上の再組織、④日本の復興における高等教育の 4






































































































































































のは、教刷委の第 2回総会 (1947年 9月20日）においてである。森戸、南原の















































































































る。第一委では、 1946年 9月23日から11月29日にかけて開催され、 12回の審議






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(1) 菊井康郎「基本法の法制上の位置づけ」法律時報45巻 7号 (1973年） 17頁。
(2) 長谷川正安「憲法・基本法・法律」現代法ジャーナル1972年 8月号84頁、同「憲
法体系と基本法―ー基本法研究序説」法律時報45巻 7号 (1973年） 8頁。
(3) 川崎政司「基本法再考ー一基本法の意義・機能・問題性」自治研究81巻 8• 10号




東北法学第48号 (2017) 53 
治構造の憲法論』（岩波書店、 2014年） 137頁などがある。

































































(44) 伊藤•前掲注 (42) 23-24頁。
(45) 伊藤・前掲注 (42)14-15頁。
(46) 伊藤・前掲注 (42)21-23頁。
(47) 伊藤• 前掲注 (36)41頁。
(48) 同上。
(49) 伊藤・前掲注 (36)41-42頁。






(51) 伊藤博文『憲法義解 国家学会蔵版』（丸善、 1935年） 64-66頁を参照。
(52) 伊藤・前掲注 (51)65-66頁。
















































(74) 海後・前掲注 (9)204頁、三谷•前掲注 (9) 236頁。
(75) 海後・前掲注 (9)204頁。
(76) 海後・前掲注 (9)205-209頁。















(87) 三谷•前掲注 (9) 214頁。
(88) 美濃部達吉『改定第五版 憲法撮要（復刻版）』（有斐閣、 1999年） 256頁。
(89) 佐藤丑次郎『帝国憲法講義（補訂第17版）』（有斐閣、 1938年） 49頁。
(90) 三谷•前掲注 (9) 226頁。
(91) 同上。
(92) 三谷・前掲注 (9)237頁を参照。







(96) 武部欽一『日本教育行政法論』（日本学術普及会、 1916年） 105頁。
(97) 例えば、原子力基本法と核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律
1条との関係がある。
(98) 鈴木英一『教育行政 戦後日本の教育改革 3』（東京大学出版会1970年） 131頁。





















(115)佐藤達夫『日本国憲法成立史 第 2巻』 (1964年、有斐閣） 888頁。
(116)佐藤・前掲注 (115)885頁。
(117)佐藤・前掲注 (115)888-889頁。
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(127)衆議院ホームページ (http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kenpou.nsf/






(133) 衆議院ホームページ (http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kenpou.nsf/ 
html/kenpou/ s210715-i13.htm)より引用 (2017年 7月24日最終閲覧）。




























(155) 日本近代教育史料研究会『教育刷新委員会教育刷新審議会会議録 第 6巻』（岩
波書店1997年） 181頁。
(156)教育刷新委員会建議は、次の通りである（文部科学省ホームページ http://www.






































(159) 「第92回帝国議会貴族院議員議事速記録」 19号 (1947年 3月20日） 167頁。
(160)田中二郎「教育改革立法の動向（ニ・完）」法律時報19巻 5号 (1947年） 13頁。























(183) 「第92回帝国議会教育基本法案特別委員会議事速記録 2号」 (1947年 3月20日）
2 -3頁。






















mext. go .jp /b_men u/ shingi/ ch ukyo / ch ukyoO / toushin/030301.h tm) 
(199)第164回国会・教育基本法に関する特別委員会第2号 (2006年 5月16日）（衆議院
東北法学第48号 (2017) 63 
ホームページより、最終閲覧2017年 7月27日） (http://www.shugiin.go.jp/internet 
/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/015816420060516002.htm) 
(200)第164回国会・教育基本法に関する特別委員会第 8号 (2006年 6月2日）（衆議院












(206) 西原•前掲注 (201) 26頁。
(207)西原・前掲注 (205)126頁。





(211) 「第165回国会参議院会議録」 12号 (2006年11月17日） 6頁。
(212)西原・前掲注 (204)61頁〔西原博史執筆〕。
(213)西原博史「教育基本法の改正を考える」法学セミナー627号 (2007年） 54頁。
(214)永井・前掲注 (8)26頁。
(215)川崎・前掲注 (5)56頁。
